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（１）収益的収入及び支出

収　　入

支　　出

 　第４項　予備費 10,000,000 0 0 0 0

 　第３項　特別損失 90,000,000 0 0 0 0

 　第２項　営業外費用 5,084,000 750,000,000 0 0 0

 　第１項　営業費用 88,417,625,000 2,792,044,000 0 0 0

第１款　モーターボート競走事業費用 88,522,709,000 3,542,044,000 0 0 0

定による支出額

地方公営企業法第

予備費支出額 流用増減額 ２４条第３項の規
区　　　分

予　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額

 　第３項　特別利益 0 0 0

 　第２項　営業外収益 78,267,000 406,000 0

 　第１項　営業収益 94,540,373,000 3,259,098,000 0

第３項の規定による支出

額に係る財源充当額

第１款　モーターボート競走事業収益 94,618,640,000 3,259,504,000 0
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区　　　分

予　　　　　算　　　　　額

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額

地方公営企業法第２４条
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（単位：円）

税　込　決　算　額
予 算 額 に 比 べ 備　　　　考

合　　　　計 決 算 額 の 増 減

（うち、仮受消費税及び地方消費税）

97,878,144,000 95,340,742,339 △ 2,537,401,661 (6,436,030)

97,799,471,000 95,223,022,820 △ 2,576,448,180 (6,032,935)

78,673,000 117,719,519 39,046,519 (403,095)

0 0 0 (0)

予　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　額

税込決算額 不用額

備　考

小　計

地方公営企業法第

合　計

継続費逓次

２６条第２項の規     繰越額 （うち、仮払消費税

定による繰越額
及び地方消費税）

92,064,753,000 0 92,064,753,000 89,235,228,828 4,198,900 2,825,325,272 (978,142,947)

91,209,669,000 0 91,209,669,000 88,397,072,014 0 2,812,596,986 (970,342,847)

755,084,000 0 755,084,000 752,355,714 0 2,728,286 (0)

90,000,000 0 90,000,000 85,801,100 4,198,900 0 (7,800,100)

10,000,000 0 10,000,000 0 0 10,000,000 (0)
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円 円 円

1

(1) 92,855,154,900

(2) 2,264,682,431

(3) 97,152,554 95,216,989,885

2

(1) 84,578,259,788

(2) 1,376,755,282

(3) 584,297,000

(4) 690,103,265

(5) 197,313,832

(6) 0 87,426,729,167

7,790,260,718

3

(1) 1,685,818

(2) 51,826,267

(3) 28,125,994

(4) 35,678,345 117,316,424

4

(1) 71,010

(2) 750,000,000

(3) 1,280,443,806 2,030,514,816 △ 1,913,198,392

5,877,062,326

5

(1) 0 0

6

(1) 78,001,000 78,001,000 △ 78,001,000

5,799,061,326

455,375,047

3,026,623,345

9,281,059,718

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

寄 附 金

繰 出 金

雑 支 出

特 別 競 走 開 催 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

使 用 料

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

開 催 費

場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費

管 理 費 （ 総 係 費 ）

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費
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（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

開 催 収 益

場間場外発売事務受託収益

そ の 他 営 業 収 益
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円 円 円 円

1

(1)

イ 1,290,760,886

ロ 4,999,780,847

△ 1,759,128,252 3,240,652,595

ハ 1,794,582,823

△ 614,635,499 1,179,947,324

ニ 1,233,933,858

△ 475,767,383 758,166,475

ホ 6,825,020,473

△ 2,820,065,590 4,004,954,883

ヘ 0

0 0

ト 13,625,600

△ 8,442,768 5,182,832

チ 676,276,096

△ 265,173,763 411,102,333

リ 2,701,629,660

13,592,396,988

(2)

イ 7,561,006

ロ 781,346

8,342,352

(3) 投資その他の資産

イ 706,239,000

ロ 2,800,000,000

ハ 0

投資その他の資産合計 3,506,239,000

17,106,978,340

2

(1) 

イ 5,946,650

ロ 23,074,167,404 23,080,114,054

(2)

イ 2,594,077,861

ロ 8,823,980

ハ 39,583,000 2,642,484,841

(3) 81,470,500

25,804,069,395

42,911,047,735
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（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

営 業 未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

出 資 金

そ の 他 投 資

投 資 有 価 証 券

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

現 金

預 金

未 収 金

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 注　    記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記
 
　（1） 資産の評価基準及び評価方法
      ①　有価証券評価基準及び評価方法
　　　　　・満期保有目的有価証券　償却原価法（定額法）
　　　　　　　ただし、取得価額と債券金額との差額について、重要性が乏しいと認め
　　　　　　られる場合、取得原価により計上している。
　
　（2） 固定資産の減価償却の方法
      ①  有形固定資産
　　　    定額法
　　　    ・主な耐用年数
　　　　　  建物　　　　　　　７年～５０年
　　　　　  建物附属設備　　　８年～１８年
　　　　　  構築物　　　　　１０年～５０年
　　　　　  機械及び装置　　　６年～２０年
　　　　　  車両運搬具　　　　４年～６年
　　　　　  船舶　　　　　　　４年～５年
　　　　　  工具器具及び備品　４年～２０年
      ②　無形固定資産
　　　  　定額法。なお、自己利用のソフトウェアについては利用可能期間（５年）
　　　　に基づいている。
　
　（3） 引当金の計上方法
      ①  退職給付引当金
          職員の退職手当の支給に備えるため、｢職員の退職手当に係る取扱いに関する覚
    　  書｣に基づき、当事業年度末における退職手当の支給額に相当する金額を計上して
      　いる。
　　　②　賞与引当金及び法定福利費引当金
          職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるた
　　　  め、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を
        計上している。
 
　 (4)  消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　その他の注記
　 (1)　賞与引当金の目的使用による取り崩し
　      当年度において、職員の期末・勤勉手当として46,771,837円を支給するため、賞
      与引当金 15,255,000円を取り崩した。
 
 　(2)  法定福利費引当金の目的使用による取り崩し
　      当年度において、期末・勤勉手当支給に係る法定福利費として9,253,712円を支
      払うため、法定福利費引当金3,146,000円を取り崩した。
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